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３ デフレ経済からの脱却と産業競争力の強化について 

（内閣官房、内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、経済産業省、日本銀行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（背景） 

○ 政府・日銀においては、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」及び「民間投

資を喚起する成長戦略」が進められている。 

  こうした中、消費税引上げの影響に適切に対処するとともに、デフレからの本

格的な脱却と持続的な経済成長を実現するためには、大胆な為替･金融緩和政策、

経済対策及び規制改革等の対策が必要である。 

○  本県が６月に実施した４－６月期の中小企業景況調査では、業況判断Ｄ.Ｉ.は

回復（７－９月期△１７．７、１０－１２月期△５．４、１－３月期△０．１）

の傾向にあったが、今期（４－６月期）は、△１８．８と増税の影響もあり６期

ぶりに低下した。 

○ 「国家戦略特区」については、本県を含む東海地域からの提案が先進性、熟度、

実現可能性、経済波及効果などの点で優位性があると考えるが、第一次指定で本

県及び東海地域は指定されなかった。 

○ 平成２５年１２月１２日に決定された与党の「平成２６年度税制改正大綱」に

おいて、自動車取得税の引下げ、エコカー減税の拡充、グリーン化特例の延長・

拡充、軽自動車税の引上げが決定されるとともに、自動車取得税の消費税１０％

時点での廃止、エコカー減税の基準の見直し・基本構造の恒久化、自動車税のグ

リーン化機能を維持･強化する取得時の課税実施、軽自動車税のグリーン化に向け

た重課の実施に併せた軽課の検討が明記された。 

＜全体事項＞     

【内容】 

(1) デフレ経済からの脱却と産業競争力の強化に向け、引き続き、海外
の経済情勢や為替の動向を注視した大胆な為替・金融政策に加え、当
面は柔軟な姿勢で財政健全化に臨むとともに、財政出動を拡大し、名
目ＧＤＰを高めることを目指した経済対策を着実に実施すること。ま
た、消費税引上げが中小企業・小規模事業者に与える影響を注視し、
引き続き、経営基盤強化、経営改善、事業再生、創業等の取組を強力
に支援すること。 

(2) 国家戦略特区については、我が国の成長エンジンとして国際レベル
での競争優位性を持ち、日本経済の再生に大きく貢献できる本県及び
東海地域を速やかに指定し、民間の力を 大限に引き出せるよう、規
制改革や税制措置など、必要な措置を講じること。 

(3) 自動車取得税の消費税１０％時点での廃止、エコカー減税の重点
化・恒久化を適切かつ確実に実施すること。また、自動車税の環境性
能課税導入については、自動車ユーザーの真の負担軽減に資する制度
となるよう検討すること。 
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（ 参 考 ） 

◇ 愛知県中小企業景況調査結果（平成２６年４－６月期） 

 

◇「国家戦略特区」に対する提案(抜粋) （平成 25 年 8 月 6 日提案、12 月 9 日追加提案） 

  モノづくり産業強靭化スーパー特区 《東海４県３市共同提案》 
  ○国際戦略総合特区「アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区」での法人税の大幅引き下げ 

  ○次世代自動車の普及拡大に向けた先行的な規制緩和 

○先進的な自動車安全技術・自動車交通システムの構築に向けた取組の実施 

  ○医療機器製造販売業の新規参入促進（品質保証責任者の資格要件の緩和） 

  ○リハビリ・介護支援機器イノベーション拠点の整備 

  ○企業の設備投資を促す“投資減税”の上乗せ措置 

  ○企業用地開発に係る農地転用許可に関する規制緩和 

○外国人高度人材等の受入れに係る規制緩和 

  ○民間事業者に対する公有水面埋立免許基準の明確化 

  ○コンテナターミナル運営会社の統合を促進する優遇制度の創設                    

  アグリ・フロンティア創出特区 《東海４県３市共同提案》 
  ○農業生産法人に関する規制緩和 

  ○企業の農業参入に関する要件緩和 

  ○中小企業信用保険制度の適用拡大 

  ○農地利用規制の特例措置（農家レストラン等を農地転用の許可相当にする等） 

  ○農業用施設用地への税制優遇（農家レストラン等の用地も納税猶予の対象に）             

有料道路コンセッション特区 《愛知県単独提案》 

○コンセッション方式の「道路」への対象拡大 

  ○沿線開発に係る農地転用に関する特例措置 

あいち医療イノベーション推進特区 《愛知県単独提案》 

○病床規制の特例による病床の新設･増床の容認 

○外国人医師の診察、外国人看護師の業務解禁 

○保険外併用療養の拡充                               

雇用制度改革リーディング特区 《愛知県単独提案》 

○雇用条件の明確化 

○ハローワークの地方移管・民間開放 


